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基礎・経済統計 ３（補１）

国民経済計算（２）
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帰属計算

• 実際には市場で評価されていないものを仮
想の市場取引によって評価すること

– 市場主義の原則

• 機会費用の考えからすると，負の機会費用を
支払っていると考える

• 国民経済計算以外でも市場化されていない
ものの評価に使用される

– 女性の家事労働の評価
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帰属家賃

• 家の賃貸料はサービスに対する対価
– GDPに算入される

• 持ち家率の違いによってGDPに住宅による

便益が異なって参入される

– 国際比較がやりずらい

• 持ち家もあたかも賃貸に出しているかのよう
にして，市場価格程度の賃貸料をGDPに算

入
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帰属利子

• 貸借の利ざやによって発生するFISIMがＧＤ

Ｐに算入されないように帰属利子を中間投入
にいれて，差し引き０にする

• 帰属利子はFISIMと同額

– 国民経済自身がこのFISIMを中間投入したと考

える

– 利ざやは利ざやをとられる人の機会損失と考え
る
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税とＧＤＰ

• 間接税
– 要素費用表示では全く含まれない

– 生産価格表示には含まれる

– 分配面での政府部門と民間部門の比率を変えることにな
る

• 国民経済計算上は分配面の問題

• 直接税
– 二次分配

• いずれにせよ，国民経済計算は事後的な計測で
あって事前的な選好，需要決定とは無関係である
– 独立だからこそ，それらの問題を独立に取り扱える
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マクロ経済学と国民経済計算（１）

• Ｙ＝Ｃ＋Ｉ＋Ｇ＋Ｅ－Ｍの意味

– Ｙ：所得

– Ｃ：民間消費

– Ｉ：民間投資

– Ｇ：政府支出

– Ｅ：輸出

– Ｍ：輸入
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マクロ経済学と国民経済計算（２）

• 支出面＝需要面で考えている

• 要素費用表示（間接税含まず）
– 左辺

• Ｙ：国内総支出＝（３面等価から）＝国内総所得

– 右辺
• 国内総支出＝民間消費（Ｃ）＋

（民間固定資本形成＋在庫）（Ｉ）＋

（政府消費＋政府固定資本形成）（Ｇ）＋

＋輸出（Ｅ）－輸入（Ｍ）

（参照：スライド２ ｐ．１０）
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マクロ経済学と国民経済計算（３）

• Ｙ＝Ｃ＋Ｓ＋Ｔ
– Ｓ：貯蓄
– Ｔ：純租税（直接税－補助金）

• 補助金，社会保障給付は１次分配ではなく，２次分配

• 所得面，分配面をみている
– 所得が何に使われるかを見ている
– 国民可処分所得は＝民間消費＋貯蓄＋２次分配
– 国民可処分所得＝ＧＤＰ＋海外からの第１次所得の純受
取＋海外からの経常移転

– ２次分配＝純租税＋海外からの第１次所得の純受取＋
海外からの経常移転

• 財産所得および契約による移転は国内で相殺
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マクロ経済学と国民経済計算（４）

• 国民可処分所得

＝民間消費＋貯蓄＋純租税＋

海外からの第１次所得の純受取＋

海外からの経常移転

＝ＧＤＰ＋

海外からの第１次所得の純受取＋

海外からの経常移転

• ＧＤＰ＝民間消費＋貯蓄＋純租税
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マクロ経済学と国民経済計算（５）

• この式が供給面といわ

れるのは，四角の側

のバランスが生産面の

ところで需要側とであって

いると考えるから

所得を得る主体

生産物購入者 生産者

生産＜生産物＞

支出（販売）＜金＞

所得＜金＞
生産への直接的貢献

生産面支出面

二次分配
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マクロ経済学と国民経済計算（６）

• 貯蓄投資バランス，国際収支バランスと政府収支バランスの
関係
Ｙ＝Ｃ＋Ｉ＋Ｇ＋Ｅ－Ｍ＝Ｃ＋Ｓ＋Ｔ

（Ｓ－Ｉ）＋（Ｔ－Ｇ）＝（Ｅ－Ｍ）

貯蓄超過＋政府収支余剰＝国際収支超過

• この式は事後的なもので事前の式と解釈してはならない
– 貯蓄超過からの因果はない

– 同様に政府収支余剰からの因果もない

• 間接税が加わった場合は，生産要素価格表示になるが，そ
れは需給（左右両辺）で相殺されるので，この議論に影響を
与えないことにも注意
– もちろん，分配面での政府部門と民間部門の比率を変えることになる


